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1.　はじめに
FRB前議長グリーン・スパンによる「百年に一
度の危機」の言説が広く流布されて以来、戦間期
研究全般、特に 1930年代の長期不況に関する関
心が高まっている。折しも、2011年8月はニクソ
ン・ショック 40周年でもあり、機能不全に陥り
つつある今日のドル体制をめぐり、通貨制度の転
換についての議論も活発になりつつある。ひとこ
ろ死語となった感もある「資本主義」概念も、そ
の構造分析の重要性を含めて、あらためて認識さ
れるに至っている。
本稿は、ニューヨーク株式恐慌に端を発し、文
字通り世界を恐慌に巻き込んだ「世界恐慌期」研
究の今日的重要性を確認する作業の一環として、
Steven Tolliday, Business, Banking, and Poli-
tics: The Case of British Steel, 1918–1939 (Har-
vard University Press, 1987)をあらためて紐解
き、その分析の今日的意義と限界を明らかにする
ことを課題とする。
トリデイの書を取り上げる理由はほかでもな
い。従来、「アメリカの恐慌」と考えられてきた世
界恐慌が、むしろ基軸通貨国「イギリスの恐慌」
だったのではないかとの議論を進めるうえで、こ
の時期のイギリス鉄鋼業と銀行の構造的連関を解
明した本著は、「世界恐慌期」のイギリス資本主義
研究の白眉をなすものだからである。
本稿の課題は、トリデイの分析の枠組みを明ら
かにしたうえで、それが戦間期イギリス資本主義
研究としてだけでなく、世界恐慌期研究として持
つ意味について言及することで、イギリス資本主
義と世界恐慌の関連についての問題の所在を明ら
かにすることにある。
2.　S.トリデイの分析をめぐって
1929年世界恐慌と 1930年代不況を、アメリカ
経済の問題として捉える見方が、長くこの時期の
研究を支配してきた。この間の事情を、H.アーン
トは、1943年出版の著作のなかで簡潔に次のよ
うにのべていた。「1931–32年のイギリスの不況
は、非常に重要な二つの点でアメリカの不況とは
異なっていた。第一に、イギリスは主として 20
年代に好況の恩恵に十分あずからなかったため
に、逆にアメリカほど不況が厳しくなかった。第
二に、イギリスにおける大不況の原因は、今世紀
における以前の景気循環の場合と同様に、主とし
て対外的なもの、すなわち輸出の減少によるもの
であった。」（邦訳、1978年、16ページ）　イギリ
スは、1920年代に不況であったために、恐慌から
大不況期の問題の深刻さが相対的に軽微となった
という、1940年代に構築された見解は支配的で
あり、基軸通貨国イギリスの資本蓄積構造の転換
プロセスに関する研究は、その後行われてきたも
のの、基軸通貨国と世界恐慌の関係性の解明と
は、十分に噛みあうことがなかった。この点を、
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「ポンド・ドル体制の困難」として捉えたのが、侘
美光彦である（1994年）。アメリカの恐慌をポン
ド・ドル体制の動揺の連関の中に置くことで、「世
界恐慌」としての意味を明らかにしたその業績は
輝かしいものがある。ところが、侘美光彦の場合
は、世界資本主義における世界性を、国際通貨体
制と金融面から明らかにすることに主要な問題意
識があったため、イギリス資本主義の資本蓄積構
造との関連は解明する点は、後生に残していくこ
とになった。
イギリス資本主義の基軸産業である鉄鋼業を中
心に、政府とシティの関係を分析したものがトリ
デイの研究である。このトリデイの書は、上述の
ように 1987年出版の著作であり、すでに四半世
紀すぎているが、戦間期イギリス産業研究の白眉
でありながら、十分にその評価を受けてきたとは
言い難い。その理由としては、次のような点を挙
げることができる。
第一に、イギリスにおけるサッチャーリズムの
風靡と新自由主義改革の中で、急速に第三次産業
化が進み、イギリスの製造業研究への意欲が急激
に衰えてきたという点である。従来、国家的な基
軸産業とみなされてきた鉄鋼業さえをも国際競争
の中に置くという、サッチャー政権下で産業政策
のコペルニクス的転換のもとで、イギリス製造業
はイギリス経済における比重を縮小させてきた。
第二に、それと裏腹の関係になるが、製造業の
衰退自体が必ずしも経済衰退につながらないとい
う、第三次産業・サービス経済移行説が力をも
ち、一国的な雇用優先よりもグローバルな資本移
動の活性化と国際競争を通じての効率性上昇が主
要な論点となるに従い、製造業中心の世界で生じ
た大恐慌とその後の長期不況のプロセスの解明
も、あるいはまた、長期不況に対するケインズ政
策の有効性に関する研究も、主要な課題でなくな
ったという経緯がそこにはある。
第三に、一見矛盾するようではあるが、ケイン
ズ政策のもとで進められてきた景気調整政策がそ
れなりの効果を発することにより、恐慌は長らく
死語となったと考えられてきたという点がある。
それゆえ 2007–2008年の国際金融危機を前にし
て、グリーンスパン前 FRB議長にしても、冒頭
で引用したような最大級の修辞を尽くした警告を
する必要が生じたのである。「ケインズ政策の
死」が語られた新自由主義改革の時代において
は、財政政策よりも金融緩和政策に重点をおいた
恐慌回避政策がグローバル資本主義の中心部では
とられることで、周辺部で頻発する通貨危機も、
IMF貸付と構造改革を通じて処理され、世界的な
伝染は回避可能とされてきた。かくして、グロー
バル化の急速な進展は、「アメリカの永遠の繁栄
説」とともに、バラ色の未来を予感させるものと
なり、資本蓄積の不均衡と恐慌の発生といった問
題に関する学問的関心は衰えることになった。勿
論、前述の侘美光彦の『世界恐慌研究』（1995年）
をはじめ、研究業績には枚挙にいとまがないが、
新自由主義改革期のもとでの学問的問題意識の断
絶の一側面として、トリデイのような研究が培わ
れる土壌が枯れてきたことは否めない。
このような学問状況をみるとき、S.トリデイの
忘れ去られた著作をあらためて紐解き、そこでの
課題がもつ今日に至る連関性の意味を考察するこ
とは、極めて重要になってきている。次に、その
著作の概略を紹介し、その分析の意味について若
干述べることにしたい。
トリデイの著作は、第一部は産業分析、第二部
は銀行・産業連携に関する分析、第三部は国家の
産業政策という三部構成からなり、基軸産業とし
ての鉄鋼業の分析を通じて、戦間期のイギリス資
本主義の資本蓄積構造を解明しようとする綿密か
つ壮大な研究である。
その特徴は、詳細な資料渉猟による緻密な実証
分析にある。とりわけ、鉄鋼業の個別企業資料に
基づく細密な実証と、銀行との関係、イングラン
ド銀行の介入に関する研究は、詳細を極める。そ
の分析にたって、政府の介入政策とその限界を論
じている。資料精査の上にたった合同運動の分析
は、イギリス在住の研究者ならではものであり、
容易に太刀打ちできるものではない。しかし、そ
の一方で、イギリス資本主義研究、それも二つの
戦争の間の時期の鉄鋼業の資本蓄積の特性と、そ
の世界経済における位置付けという点では、多く
の不満が残ることにもなる。第一次世界大戦の
1918年から、世界恐慌期を含み、第二次世界大戦
勃発までの 1939年の時期を扱っているが、その
分析の対象は、イギリス鉄鋼業と銀行の連携と国
家の介入の問題である。この重大な転換期を扱い
ながら、イギリス資本主義の世界市場における位
置の、戦間期における変化に関する分析は、注意
深く避けられている。
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3.　S.トリデイの分析の今日的意義と限界
トリデイの研究をふまえつつ、イギリス鉄鋼業
のイギリス資本主義の位置づけを端緒的に行った
ものが、筆者のイギリス鉄鋼業研究である（杉
崎、1996年、湯沢威編著、第 5章）。編集方針と
して「盛衰のプロセス」が主眼となっていたこと
もあり、その内容は「イギリス鉄鋼業の衰退」を、
比較優位の喪失の伴うシステム変形のプロセスと
して捉え、そのうえで、「なぜ『衰退』と成長の交
替プロセスがスムーズな展開を見せず、『衰退』の
累積効果が生じ、『衰退』の長期的傾向が持続され
たのか」（同、91ページ）と問い、そのうえで、
次の三点から考察を試みた。
第一に「効率性のわな」と「システム・トラッ
プ」である。イギリスは「最初の工業国家」とし
て生産力の優位を背景に、自由貿易主義を推進す
ることで、世界市場に適合的な産業構造を形成し
たが、戦間期には、それが「システム・トラップ」
となり、システムの変形を遅らせた。
この問題は、第二の論点の「中心国の衰退」に
そのまま連なるものである。特に、世界市場志向
型開放経済における国内利害の対立と分散化に中
心国の特徴を把えた点があげられる。競争優位部
門の世界市場志向と競争劣位部門の保護貿易指向
という利害の分散と対立は、後に「ハイエク的自
己分裂」（杉崎、2002）という造語により表現し
ようとした点である。勿論、このような国内にお
ける輸出産業と保護産業の利害の対立は、先進
国・途上国を問わず広く見られるところではある
が、それにもかかわらず鉄鋼業分析に際して特に
強調したのは、イギリス資本主義の世界市場志向
型発展が、鉄鋼業内部における分裂をもたらして
いたからである。
第三の論点は、「総力戦効果」である。第一次世
界大戦時の、強力な国民経済的な収斂は、大戦前
の自由貿易のもとで形成された効率的システムが
固定化された結果として、「システム・トラップ」
を生じさせた。総力戦期における軍需生産拡大の
国家的要請のもとで、比較劣位の鉄鋼部門も拡大
して供給不足を補うことになった。大戦後の恐慌
は、戦時中に形成された過剰資本を整理すること
なく、過剰設備を抱え、肥大化した資本構成のま
ま、イギリス鉄鋼業は、金本位制度に復帰するこ
とになった。戦時中に投資先を狭められたシティ
にとって、軍需産業への投資は重要な意味をも
ち、それが戦後過程においては、重工部門への貸
し出しが不良債権化し、シティや銀行のとなって
重荷となった。鋼管やブリキ部門など比較優位部
門中心に合同再編成を徹底して行うことは、中心
国として比較優位による産業代替を許容する一つ
の道ではあったが、「総力戦」を経験した経済は、
もはやフルセット型鉄鋼産業構造から脱すること
はできなかった。競争劣位部門と化した重鋼部門
を、保護関税政策と国際カルテルのもとでの管理
貿易によって救済することで、イギリス鉄鋼業と
軍需産業は、1930年代の世界的不況を生き延び
ることになったのである（同、92ページ）。
以上のような鉄鋼業分析は、トリデイを積極的
に評価しつつ、その不十分点を克服する努力から
生まれたものであった。イギリス鉄鋼業研究とし
ては、このころすでに安部悦生の第一次世界大戦
前の鉄鋼業を中とする研究が生まれており（安部
悦生、1992）、イギリス鉄鋼業の企業経営に関す
る精細な分析がなされていた。この安部悦生の分
析に比しても、戦間期を扱ったトリデイの研究に
は次のような問題点が残されている。
第一に、トリデイに欠落しているイギリス資本
主義の世界位置に関する基本的考察であり、それ
がイギリス鉄鋼業に及ぼした影響である。
第二に、トリデイの鉄鋼合同運動に関する分析
は、シティの関与に関する実証も含めて精密であ
りながら、イギリスにおける金融資本的蓄積の特
殊性に関しての分析を不十分なまま残すことにな
った。その原因は、中心国における資本蓄積の世
界市場適合的な資本蓄積と一国的な資本蓄積の構
造分析が困難なことに由来する。世界史的状況
も、その矛盾の認識に至るまで多くの時日を要し
たのである。
イギリス鉄鋼業分析を軸に、イギリス資本主義
分析を行うことの意味は、2008年リーマン・ショ
ック後の世界経済において、ようやく開示される
に至ったといってもよい。その理由は次のような
ものである。
世界経済中心国経済においては、自由貿易体制
と自由な資本移動、そして自国本位の通貨体制
は、互いに不可分な関係にある。一方で、中心国
経済は、金融的利害と産業的利害の対立を内在さ
せ、同時に、その産業的利害も競争優位にある輸
出産業と競争劣位にある保護産業とに分裂させて
いる。しかも、「総力戦」のもとでの「労働力商品
の国民化」（杉崎、1988）が進み、労働組合は、
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産業団体とともに政治的意思決定に一部参画する
という、いわゆるコーポラティズム型の構造が国
家内に形成されるようになった。トリデイは、鉄
鋼業の労資関係分析の重要性を軽視しすぎたとい
ってよい。この点は、1990年の国際コンファレ
ンスで筆者が指摘した点であり、トリデイのあと
がきでも、その不十分さに関する問題点が書かれ
てはいる。すなわち、戦間期のイギリス鉄鋼業の
労使関係は、目立った労働争議もなく、賃金も安
定していたという訳である。われわれは、むしろ
そのようにビルトインされた安定性そのものに、
イギリス鉄鋼業の資本蓄積の困難さを見て取るこ
とになる。その一部は、すでに「イギリス鉄鋼業
の労資関係」（杉崎、1998）でまとめてはいるが、
ここでは課題の提起にとどめよう。イギリス資本
主義の資本蓄積における労資関係の困難さは、鉄
鋼業のような安定的な関係の中にこそ存在したの
である。
第二点は、世界市場に立脚した資本蓄積と、国
内的資本蓄積の矛盾である。「最初の工業国家」
イギリスの重要な特徴が、世界市場立脚型の資本
主義発展にあったことは、あらためて言うまでも
ないが、イギリス鉄鋼業の分析は、世界市場型の
金融資本的蓄積と産業との矛盾を明らかにするこ
とになる。トリデイの図式にあるシティと産業の
対立もそのひとつであるが、トリデイは、そうし
た対立を総括するイギリス型金融資本蓄積の特質
を十分に解明できなかった。そのことが、恐慌分
析としても不十分さを残した理由と考えられる。
第三には、分裂と対立を抱え、資本蓄積の困難
に直面する中心国イギリスは、なぜ崩壊せずに、
その覇権を維持し続けえたのか。産業の衰退は一
面であり、ジェントルマン資本主義論 (P. J. Cain 
and A. G. Hopkins, 1993)が提示した金融的イン
タレストの存在の優位は持続している。その理由
と、その源泉が問われなければならない。それは
単に金融的インタレストの問題でなく、産業にお
ける資本蓄積との構造的連関の解明と合わせて行
われるべきものである。トリデイは、その扉をた
たいたが、方法論上の問題から、その特殊性を十
分に解明できなかったのである。
1930年代の世界恐慌と長期不況の影響が軽微
とされてきたイギリスこそ、その内部の矛盾と世
界市場における通貨制度と貿易機構の矛盾を一身
に体現し、なおかつ生き延びた資本主義国家であ
った。アメリカ中心の世界恐慌論を克服した、戦
間期における世界経済論が必要とされる理由もそ
こにある。中心国機能を体現したイギリスの矛盾
は、今日のグローバル化の中で生じる問題に連な
っており、その考察は大国アメリカの危機に関す
る考察にも資するに違いない。
かくして、われわれは、侘美光彦の大著が指摘
した「ポンド・ドル体制の動揺」の基礎にあるイ
ギリス資本主義の資本蓄積様式の分析を基礎に、
世界市場との連関を考察する重要性に、あらため
て思いを致すことになる。
われわれが直面している課題は、次のようなも
のである。まず、労資関係の分析を軽視したこと
が、イギリス資本主義分析を不十分にしている点
をふまえ、その検討を基礎におく、鉄鋼業の資本
蓄積の分析と、それに連関した金融資本的蓄積様
式の析出が必要となる。それらを通じて、侘美光
彦がイギリス資本主義研究者に残した課題であ
る、イギリス資本主義の資本蓄積の制約と戦間期
世界恐慌との関連も幾許か明らかにされるに違い
ない。
4.　小　括
本稿は、S.トリデイの著作に限定して、その分
析の内容を追うことで、イギリス資本主義研究が
世界恐慌の研究に持つ意味を明らかにしようとし
てきた。世界恐慌研究の対極にあるかのごときト
リデイの書は、第一次世界大戦の 1918年から、
世界恐慌期を含み、第二次世界大戦勃発までの
1939年の時期を扱っていたが、その分析の対象
は、イギリス鉄鋼業と銀行の連関であり、世界恐
慌そのものを扱っていたわけではなかった。その
精密な研究にもかかわらず、イギリス資本主義と
世界恐慌の連関に関する研究は、大きな空白とし
て残されているのである。
それでは、イギリス鉄鋼業研究という一産業研
究と世界恐慌研究とは、どのように関連している
のであろうか。そして、われわれが、トリディの
著書の検討を通じて問題とした点は、2010年代
の今日の世界において、いかなる意味を持ちうる
のであろうか。この二点について簡単にふれるこ
とで、この領域が直面する研究課題について確認
し、本稿のまとめとしよう。
まず、イギリス鉄鋼業が持つ意味についてであ
る。本稿で検討した論点の延長線上には、大戦に
より肥大化した鉄鋼業へのイギリス中央銀行のコ
13イギリス鉄鋼業の資本蓄積と「世界恐慌」
ミットメントと中央銀行機能の低下があり、その
ことがもたらしたイギリス資本主義の資本蓄積構
造への影響という問題が存在する。その問題の世
界的性格にこそ、世界戦争と世界恐慌をつなぐ、
戦間期の構造的問題を解明する糸口があると考え
るのである。
それでは、そのような過去の歴史的問題に、今
日的意味を付与しうると考える理由は、奈辺にあ
るであろうか。単純化を恐れず総括的に述べれ
ば、「制度設定者のレント」をめぐる問題といって
よい。「『制度的中心国』と『実体的中心国』の乖
離」（杉崎）のもとでの世界経済再編成が、この時
期の国際関係の根本問題であり、同様の問題が、
2010年代の今日の世界経済危機に貫通している
と考えられるからである。その中で生じる「制度
設定者のレント」をめぐる闘争に、生活者が巻き
込まれていくプロセスこそ切実な問題であり、こ
の事態をいかにトータルに捉えうるかが、今日の
根本問題としてある。
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